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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成29年3月9日(2017.3.9)

【公表番号】特表2016-505090(P2016-505090A)
【公表日】平成28年2月18日(2016.2.18)
【年通号数】公開・登録公報2016-011
【出願番号】特願2015-556196(P2015-556196)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｇ  18/66     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  75/06     (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ  18/32     (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ  18/76     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｇ   18/66     　　　Ｄ
   Ｃ０８Ｌ   75/06     　　　　
   Ｃ０８Ｇ   18/32     　　　Ａ
   Ｃ０８Ｇ   18/76     　　　Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成29年1月31日(2017.1.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）少なくとも１種類の疎水性ポリオール、ここで、該疎水性ポリオールは二量体化
脂肪酸を用いて作製された二酸ポリエステルポリオールであり、該二量体化脂肪酸は２６
～４４個の炭素原子を含むものである、
　（ｂ）１０～１４個の炭素原子を有する少なくとも１種類の線状ジオール鎖延長剤；
　（ｃ）８～１２個の炭素原子を有する少なくとも１種類の分枝状ジオール鎖延長剤、こ
こで、該分枝状鎖延長剤の少なくとも２個の炭素原子は分枝状であり、該線状鎖延長剤の
該分枝状鎖延長剤に対する重量比は７０：３０～８５：１５である；
　（ｄ）少なくとも１種類のジイソシアネート；および
　（ｅ）任意選択で少なくとも１種類のウレタン触媒
の反応生成物を含む透明な熱可塑性ポリウレタンポリマー組成物。
【請求項２】
前記二量体化脂肪酸が２６～３６個の炭素原子を含むものである、請求項１に記載の熱可
塑性ポリウレタン組成物。
【請求項３】
前記ポリオールが、３６個の炭素原子を有する二量体化脂肪酸を１，６－ヘキサンジオー
ルと反応させて作製されたものである、請求項１に記載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
【請求項４】
前記線状ジオール鎖延長剤が１，１２－ドデカンジオールである、請求項１に記載の熱可
塑性ポリウレタン組成物。
【請求項５】
前記分枝状ジオール鎖延長剤が、２－ブチル－２－エチルプロパンジオールおよび１，４
－シクロヘキサンジメタノールからなる群より選択される、請求項１に記載の熱可塑性ポ
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リウレタン組成物。
【請求項６】
前記ジイソシアネートが４，４’－メチレンビス－（フェニルイソシアネート）である、
請求項１に記載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
【請求項７】
成形物品の形態であり、好ましくは、該成形物品が医療用物品である、請求項１に記載の
熱可塑性ポリウレタン組成物。
【請求項８】
　（ａ）少なくとも１種類の線状鎖延長剤と少なくとも１種類の分枝状鎖延長剤のジオー
ル鎖延長剤混合物を作製する工程；
　（ｂ）該鎖延長剤混合物を加熱して透明で均一な液状混合物を形成する工程；
　（ｃ）加熱された該鎖延長剤混合物を使用されるまで液状状態に維持する工程；
　（ｄ）少なくとも１種類の疎水性ポリオールを反応槽に添加する工程；
　（ｅ）前記加熱された鎖延長剤混合物を該反応槽に添加する工程；
　（ｆ）加熱された該鎖延長剤混合物を該ポリオールと該反応槽内で混合する工程；
　（ｇ）少なくとも１種類のジイソシアネートを該反応槽に添加して反応混合物を形成す
る工程；
　（ｈ）反応を１～３分間進行させる工程；
　（ｉ）該反応混合物がまだ注ぐことが可能な状態で反応温度が８０℃～１００℃の温度
に達したら、該反応混合物を容器に移す工程；および
　（ｊ）該容器を加熱された環境内に移し、反応を完了させる工程
を含む、請求項１に記載の透明な熱可塑性ポリウレタンポリマー組成物を作製するための
バッチ法。
【請求項９】
前記線状鎖延長剤が１，１２－ドデカンジオールであり、前記分枝状鎖延長剤が、２－ブ
チル－２－エチルプロパンジオールおよび１，４－シクロヘキサンジメタノールからなる
群より選択される、請求項８に記載のバッチ法。
【請求項１０】
前記線状鎖延長剤の前記分枝状鎖延長剤に対する重量比が７０：３０～８５：１５であり
、好ましくは、該線状鎖延長剤の該分枝状鎖延長剤に対する重量比が７５：２５である、
請求項９に記載のバッチ法。
【請求項１１】
前記鎖延長剤混合物を８５℃～１１０℃の温度まで加熱し、均一な混合物を形成する、請
求項８に記載のバッチ法。
【請求項１２】
前記疎水性ポリオールが、３６個の炭素原子の二量体化脂肪酸を１，６－ヘキサンジオー
ルと反応させたものである、請求項８に記載のバッチ法。
【請求項１３】
前記疎水性ポリオールを前記反応槽に添加する前に前記疎水性ポリオールを８０℃～１０
０℃の温度まで加熱する、請求項１２に記載のバッチ法。
【請求項１４】
前記鎖延長剤混合物を前記反応槽に添加する前に前記鎖延長剤混合物を８０℃～１０５℃
の温度まで加熱する、請求項８に記載のバッチ法。
【請求項１５】
前記反応混合物は反応開始時、６０℃～７０℃であり、前記反応混合物が８０℃～１００
℃の温度に達するまで反応を進行させる、請求項８に記載のバッチ法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００１５】
　本発明の方法、ポリマーおよび組成物は好適には、本明細書に記載の反応体、方法工程
および方法の説明内容を含むもの、これらからなるもの、または本質的にこれらからなる
ものであり得る。本明細書において例示的に開示した本発明は、本明細書に具体的に開示
していないいずれかの反応体または方法工程なしで行なってもよい。
　一実施形態において、例えば、以下の項目が提供される。
（項目１）
（ａ）少なくとも１種類の疎水性ポリオール、ここで、該疎水性ポリオールは二量体化脂
肪酸を用いて作製された二酸ポリエステルポリオールであり、該二量体化脂肪酸は２６～
４４個の炭素原子を含むものである、
　（ｂ）１０～１４個の炭素原子を有する少なくとも１種類の線状ジオール鎖延長剤；
　（ｃ）８～１２個の炭素原子を有する少なくとも１種類の分枝状ジオール鎖延長剤、こ
こで、該分枝状鎖延長剤の少なくとも２個の炭素原子は分枝状であり、該分枝状鎖延長剤
に対する該線状鎖延長剤の重量比は約７０：３０～約８５：１５である；
　（ｄ）少なくとも１種類のジイソシアネート；および
　（ｅ）任意選択で少なくとも１種類のウレタン触媒
の反応生成物を含む透明な熱可塑性ポリウレタンポリマー組成物。
（項目２）
前記二量体化脂肪酸が２６～３６個の炭素原子を含むものである、項目１に記載の熱可塑
性ポリウレタン組成物。
（項目３）
前記ポリオールが、３６個の炭素原子を有する二量体化脂肪酸を１，６－ヘキサンジオー
ルと反応させて作製されたものである、項目１に記載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
（項目４）
前記線状ジオール鎖延長剤が１，１２－ドデカンジオールである、項目１に記載の熱可塑
性ポリウレタン組成物。
（項目５）
前記分枝状ジオール鎖延長剤が、２－ブチル－２－エチルプロパンジオールおよび１，４
－シクロヘキサンジメタノールからなる群より選択される、項目１に記載の熱可塑性ポリ
ウレタン組成物。
（項目６）
前記分枝状ジオール鎖延長剤に対する前記線状ジオール鎖延長剤の重量比が約７５：２５
である、項目１に記載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
（項目７）
前記ジイソシアネートが４，４’－メチレンビス－（フェニルイソシアネート）である、
項目１に記載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
（項目８）
７０～９８のショアＡ硬度を有する、項目１に記載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
（項目９）
７０～９０のショアＡ硬度を有し、ポリウレタン触媒が反応に使用される、項目１に記載
の熱可塑性ポリウレタン組成物。
（項目１０）
９１～９８のショアＡ硬度を有し、ポリウレタン触媒を反応に存在させない、項目１に記
載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
（項目１１）
前記組成物が０．９０～１．１０ｇ／ｃｃの比重を有する、項目８に記載の熱可塑性ポリ
ウレタン組成物。
（項目１２）
前記組成物が０．９５～１．０７ｇ／ｃｃの比重を有する、項目１１に記載の熱可塑性ポ
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リウレタン組成物。
（項目１３）
成形物品の形態である、項目１に記載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
（項目１４）
前記成形物品が医療用物品である、項目１３に記載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
（項目１５）
ワンショット法およびバッチ法からなる群より選択される方法で作製される、項目１に記
載の熱可塑性ポリウレタン組成物。
（項目１６）
（ａ）少なくとも１種類の線状鎖延長剤と少なくとも１種類の分枝状鎖延長剤のジオール
鎖延長剤混合物を作製する工程；
　（ｂ）該鎖延長剤混合物を加熱して透明で均一な液状混合物を形成する工程；
　（ｃ）加熱された該鎖延長剤混合物を使用されるまで液状状態に維持する工程；
　（ｄ）少なくとも１種類の疎水性ポリオールを反応槽に添加する工程；
　（ｅ）前記加熱された鎖延長剤混合物を該反応槽に添加する工程；
　（ｆ）加熱された該鎖延長剤混合物を該ポリオールと該反応槽内で混合する工程；
　（ｇ）少なくとも１種類のジイソシアネートを該反応槽に添加して反応混合物を形成す
る工程；
　（ｈ）反応を約１～約３分間進行させる工程；
　（ｉ）該反応混合物がまだ注ぐことが可能な状態で反応温度が約８０℃～約１００℃の
温度に達したら、該反応混合物を容器に移す工程；および
　（ｊ）該容器を加熱された環境内に移し、反応を完了させる工程
を含む、透明な熱可塑性ポリウレタンポリマー組成物を作製するためのバッチ法。
（項目１７）
前記線状鎖延長剤が１，１２－ドデカンジオールであり、前記分枝状鎖延長剤が、２－ブ
チル－２－エチルプロパンジオールおよび１，４－シクロヘキサンジメタノールからなる
群より選択される、項目１６に記載のバッチ法。
（項目１８）
前記分枝状鎖延長剤に対する前記線状鎖延長剤の重量比が約７０：３０～約８５：１５で
ある、項目１７に記載のバッチ法。
（項目１９）
前記分枝状鎖延長剤に対する前記線状鎖延長剤の重量比が約７５：２５である、項目１８
に記載のバッチ法。
（項目２０）
前記鎖延長剤混合物を８５℃～１１０℃の温度まで加熱し、均一な混合物を形成する、項
目１６に記載のバッチ法。
（項目２１）
前記疎水性ポリオールが、３６個の炭素原子の二量体化脂肪酸を１，６－ヘキサンジオー
ルと反応させたものである、項目１６に記載のバッチ法。
（項目２２）
前記疎水性ポリオールを前記反応槽に添加する前に前記疎水性ポリオールを８０℃～１０
０℃の温度まで加熱する、項目２１に記載のバッチ法。
（項目２３）
前記鎖延長剤混合物を前記反応槽に添加する前に前記鎖延長剤混合物を８０℃～１０５℃
の温度まで加熱する、項目１６に記載のバッチ法。
（項目２４）
前記ジイソシアネートを前記反応槽に添加して反応混合物を形成する前に前記ジイソシア
ネートを溶融させる、項目１６に記載のバッチ法。
（項目２５）
前記反応混合物は反応開始時、約６０℃～約７０℃であり、前記反応混合物が約８０℃～
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約１００℃の温度に達するまで反応を進行させる、項目１６に記載のバッチ法。
（項目２６）
前記反応混合物を容器に移し、該容器を加熱した炉内に３～５時間、１２０℃～１３０℃
の温度で入れて反応を完了させる、項目１６に記載のバッチ法。
（項目２７）
充分に反応させた熱可塑性ポリウレタンを造粒し、その顆粒をペレット形態に押し出して
ペレット化する、項目１６に記載のバッチ法。
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